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３－３－４ 都道府県別による調査結果 

調査したデータに基づいて、各計画機関が実施した事業地区から、都道府県別の事業分布状況を分析し

た。その結果は以下のとおりである。 

（１）都道府県別事業量について 

都道府県別の事業量分布状況は、「表-59」に示すとおりである。 

この表から、最も件数が多かったのは北海道であるが、面積は長野県、点数は北海道であった。 

以上のうち、件数については「図-9」に、その分布状況は「図-10」に図示した。 

 

 

 

事業量 件　数 面　積 延　長 点　数 経　費 1件当たり
都道府県 　　（件） （㎞2） （㎞）  （点） （万円） 平均事業量
北海道 492 17,102.1 1,671 11,118 443,080 901
青　森 73 477.0 438 2,157 99,305 1,360
岩　手 39 493.1 94 332 74,832 1,919
宮　城 54 94.9 7 1,201 55,615 1,030
秋　田 114 95.9 576 1,800 97,350 854
山　形 74 493.9 155 1,587 74,868 1,012
福　島 73 289.3 149 906 155,682 2,133
茨　城 68 792.2 370 3,358 89,260 1,313
栃　木 76 2,298.3 138 670 74,535 981
群　馬 45 324.7 2 659 37,421 832
埼　玉 104 2,099.5 1,927 5,211 159,563 1,534
千　葉 90 784.3 1,950 1,108 119,571 1,329
東　京 96 325.3 1,534 6,280 101,601 1,058
神奈川 41 796.0 182 603 56,832 1,386
新　潟 120 1,707.2 741 2,236 115,106 959
富　山 32 356.9 10 363 42,385 1,325
石　川 39 514.0 40 1,287 43,292 1,110
福　井 12 33.7 59 42 9,099 758
山　梨 30 1,243.3 98 197 26,937 898
長　野 72 17,484.1 116 767 72,248 1,003
岐　阜 103 1,320.2 535 1,531 88,841 863
静　岡 80 10,616.2 403 726 97,813 1,223
愛　知 129 1,854.1 1,189 1,196 128,419 995
三　重 46 1,470.1 468 772 69,509 1,511
滋　賀 58 920.8 207 1,395 34,060 587
京　都 44 2,758.5 239 425 33,208 755
大　阪 60 911.8 490 3,607 84,330 1,406
兵　庫 101 3,202.2 128 1,052 141,674 1,403
奈　良 43 865.2 146 121 30,098 700
和歌山 44 386.6 410 898 56,830 1,292
鳥　取 21 30.8 29 118 12,533 597
島　根 64 1,067.3 162 889 46,633 729
岡　山 58 137.7 134 985 64,819 1,118
広　島 77 1,184.0 450 1,830 80,654 1,047
山　口 50 1,191.2 159 368 40,249 805
徳　島 59 3,041.1 615 559 87,685 1,486
香　川 18 68.0 89 157 13,853 770
愛　媛 48 402.4 72 564 36,310 756
高　知 18 69.4 7 28 47,681 2,649
福　岡 99 2,114.3 247 2,509 145,105 1,466
佐　賀 46 477.4 82 650 28,281 615
長　崎 45 364.9 59 5,062 52,482 1,166
熊　本 67 430.4 148 5,016 64,502 963
大　分 56 21.0 46 681 38,062 680
宮　崎 60 1,374.4 42 1,283 81,902 1,365
鹿児島 60 334.6 338 1,703 66,100 1,102
沖　縄 40 238.6 14 377 17,708 443
計 3,338 84,658.9 17,165 76,384 3,637,923 1,090

表－59　都道府県別事業量
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図－９　都道府県別件数の分布（件）
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図-10 都道府県毎の作業件数の分布 

 

経費では、北海道が圧倒的に他の件を凌駕している。しかし、1件当たりの経費になると、高知県が 2,600

万円台、福島県は 2,100 万円台で 2,000 万円台は 2 県に過ぎず、1,000 万円台が青森県以下 24 県、他は

1,000 万円以下と、前回調査に比し、大きく下回っている。 

以上のうち、経費についての都道府県の状況を「図-11」に、その分布状況を「図-12」に図示した。 

ちなみに、各都道府県別経費を、各都道府県公共工事請負契約額と対比すると、「図-13」のようになる。

ただし、公共工事請負契約額は、平成 11 年度の資料を用いた。 
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